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^ 調達案件の仕様等 仕様書による。
_ 納入期限 平成24年12月28日
` 納入場所 仕様書による。
a 入札方法
{ 入札金額については、総価とし、納入に
関する一切の費用を含めた額とすること。

| 落札決定にあたっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の５％に相当する額を
加算した金額をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の105

分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。

２ 競争参加資格 入札に必要な書類の受領期限
を審査基準日とし、審査基準日において以下に
該当する者であること。なお、審査基準日以降、
落札者決定までの間において以下に該当する者
でなくなった場合、競争参加を認めないものと
する。
\ 東日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第16号）第６条の規定に該当
しない者であること。

] 平成19年度以降に、株式会社ジャストシス
テムが取り扱うソフトウェアの納入実績があ
ることを証明した者であること。

３ 入札に必要な書類の提出場所等
\ 入札に必要な書類の提出場所、契約条項を
示す場所及び問い合わせ先
〒100`8979 東京都千代田区霞が関３丁目
３番２号 東日本高速道路株式会社 技術本
部 技術部 調達企画課 三塚 守幸 電話
03`3506`0212

] 入札説明書等（仕様書を含む）の交付方法
{ 交付期間 平成24年９月26日から平成24

年11月15日までとする。
| 交付方法 東日本高速道路株式会社の
ホームページから入手するものとする。
（http://www.e-nexco.co.jp/bids/info/

public_notice/search_service/）
^ 入札に必要な書類の提出方法及び受領期限
{ 提出方法 書留郵便（親展）により提出
すること。

| 受領期限 平成24年11月15日14時

_ 開札の日時及び場所
{ 日時 平成24年11月30日15時
| 場所 東日本高速道路株式会社 本社
入札室

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した調達を履行できることを証明する
書類を添付して入札に必要な書類の受領期限
までに提出しなければならない。入札者は、
開札日の前日までの間において、契約責任者
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した調達に
係る入札書を提出した者であって、契約制限
価格の範囲内で最低価格（総価）をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 入札に関する一般的な質問については『入
札参加に必要な書類や入札に関するよくある
質問と回答
（http://www.e-nexco.co.jp/faq/bids/）』を参
照のこと。

d その他 詳細は、入札説明書による。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年９月 26日
国立大学法人東京芸術大学長 宮田 亮平

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 13

〇第２号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 東京芸術大学国際演奏芸術高度研
究スクエア（旧音楽学部４号館）改修工事

^ 工事場所 東京都台東区上野公園12番８号
（東京芸術大学上野団地構内）

_ 工事概要 本工事は、国際演奏芸術高度研
究スクエア（旧音楽学部４号館）（1977年築鉄
筋コンクリート造、地上４階、地下１階建、
延べ面積5¶767fl）の耐震補強を含む内外装
改修工事である。
音楽ホール（既存500fl程度）を含む諸室

の遮音・音響等機能改善及び環境対策を図る
ものである。
なお、関連する電気設備、機械設備につい
ては別途発注する予定である。

` 工期 契約締結日の翌日から平成25年３月
31日まで。

a 本工事は、工事施工について「ＶＥ提案と
ＶＥ提案に基づく施工計画」及び「工事全般
の施工計画」（以下、「技術提案書」という。）を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に
評価して落札者を決定する総合評価落札方式
の工事である。

b 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

c 本工事は、入札等を電子入札システムによ
り行う。なお、電子入札システムによりがた
い者は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代
えることができる。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を全て満たし
ていること。
\ 国立大学法人東京芸術大学契約規則（以下
「契約規則」という。）第２条及び第３条の規
定に該当しない者であること。

] 申請書の提出期限の日から開札の時までの
期間に、文部科学省又は東京芸術大学から「建
設工事の請負契約に係る指名停止等の措置要
領」（平成18年１月20日付け 17文科施第345

号 文教施設企画部長通知）に基づく指名停
止を受けていないこと。

^ 文部科学省における建築一式工事の一般競
争参加資格（会社更生法に基づき更生手続開
始の申立がなされている者及び民事再生法に
基づき再生手続開始の申立がなされている者
については、手続開始の決定後に一般競争参
加資格の再認定を受けていること。）を有し、
「一般競争参加者の資格」（平成13年１月６日
文部科学大臣決定）第１章第４条で定めると
ころにより算定した点数（一般競争（指名競
争）参加資格認定通知書の記２の点数）が、
1¶175点以上であること。

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（^の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

` 文部科学省、所管独立行政法人及び国立大
学法人等に対し、平成14年度以降に完成・引
渡しを行った工事目的物で、引渡し後に工事
の品質に関わる重大な問題が発生した事例が
ないこと。

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroshi Hirose, President

and Chief Executive Officer of East Nippon

Expressway Company Limited

] Classifications of the products to be pro-

cured : 26

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : the following set of Software :

Cross search Software, etc

_ Delivery period : 28 December 2012

` Delivery place : As shown in the specifi-

cations

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are those

who shall :

{ not come under Article 6 of the East

Nippon Expressway Company LimitedÐs

regulation concerning the contract pro-

cedures

| after 2007 fiscal year have experience

in business of supplying JUSTSYSTEMS

CORPORATION supplied Software

b Deadline for tender : 2 : 00 P.M. 15 No-

vember 2012

c Contact point for the notice : Moriyuki

Mitsuzuka, Deputy Manager of Procurem-

ent & Contract Section, Technology De-

partment, Technology, Procurment & In-

ternational Affairs Division, East Nippon

Expressway Company 3`3`2 Kasumi-

gaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 100`8979 Ja-

pan. Tel. 03`3506`0212
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